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建築主は、建築主事又は指定確認検査機関に対して建築確認の申請を行う。なお、確認

申請の受付時点では、省エネ適合判定通知書等の提出は不要。

② 省エネ計画提出（建築主→所管行政庁又は登録省エネ判定機関） 

建築主は、所管行政庁又は登録省エネ判定機関に対して省エネ計画の提出を行う。

③ 省エネ適合判定通知書の交付（所管行政庁又は登録省エネ判定機関→建築主） 

上記②に係る提出を受けた所管行政庁又は登録省エネ判定機関は、建築物の計画が適合

義務の対象となる特定建築行為に係るものであるときは、当該建築物が省エネ基準に適合

しているかを確認し、適合していると判定した場合、省エネ適合判定通知書を建築主に交

付することとなる。 

④ 省エネ適合判定通知書等の提出（建築主→建築主事又は指定確認検査機関）

建築主は、上記③に係る省エネ適合判定通知書の交付を受けた場合、建築確認申請を行

った建築主事又は指定確認検査機関に、当該省エネ適合判定通知書等を提出することが必

要となる。 

⑤ 確認済証の交付（建築主事又は指定確認検査機関→建築主） 

建築主事又は指定確認検査機関は、④に係る書類の提出を受けたのち、確認済証の交付

をすることとなる。 

図 1-4-1 に、確認申請も踏まえた着工までの基本的な手続きの流れを示すが、最終的には

完了検査時に省エネ適合性判定を受けた内容に従い工事を行っていることの確認がされること

となる。
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